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（
１
）
中
小
企
業
の
従
業
者
数

◇
平
成
27
年
度
に
お
け
る
中
小
企
業
の

従
業
者
数
は
２
，
６
６
７
万
人
で
、
前

年
度
に
比
べ
▲
２
・
５
％
減
少
し
て
い

る
。

特 集

◇
従
業
者
数
の
産
業
別
構
成
比
は
、
製

造
業
（
構
成
比
25
・
２
％
）
が
も
っ
と

も
高
く
、
次
い
で
小
売
業
（
同
14
・

５
％
）、
建
設
業
（
同
11
・
１
％
）
の

順
で
あ
る
。

◇
「
他
社
か
ら
の
出
向
従
業
者
（
出
向

役
員
を
含
む
）
及
び
派
遣
従
業
者
」
を

除
い
た
従
業
者
数
の
雇
用
形
態
別
構

成
比
を
み
る
と
、
法
人
企
業
で
は
常

用
雇
用
者
が
前
年
度
差
▲
１
・
１
ポ
イ

ン
ト
減
少
し
て
い
る
一
方
、
役

員
が
同
０
・
２
ポ
イ
ン
ト
増
加

し
て
い
る
。
産
業
大
分
類
別
に

み
る
と
、
正
社
員
・
正
職
員
の

割
合
が
高
い
の
は
情
報
通
信
業

（
74
・
１
％
）
や
運
輸
業
、
郵

便
業
（
71
・
６
％
）
な
ど
で
あ

り
、
パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
の

割
合
が
高
い
の
は
宿
泊
業
、
飲

食
サ
ー
ビ
ス
業
（
49
・
４
％
）

や
小
売
業
（
38
・
２
％
）
な
ど

で
あ
る
。

（
２
） 

中
小
企
業
の
１
企
業
当

た
り
の
従
業
者
数

◇
平
成
27
年
度
に
お
け
る
中
小

企
業
１
企
業
当
た
り
の
従
業
者

数
は
８
・
５
人
と
、
前
年
度
に

比
べ
▲
１
・
０
％
減
少
し
て
い

る
。

◇
中
小
企
業
の
１
企
業
当
た
り

の
従
業
者
数
を
産
業
大
分
類
別

に
み
る
と
、
運
輸
業
、
郵
便
業

が
29
・
８
人
と
も
っ
と
も
多
く
、

次
い
で
情
報
通
信
業
が
17
・
９

人
、
サ
ー
ビ
ス
業
（
他
に
分
類

平成28年中小企業実態基本調査報告書平成28年中小企業実態基本調査報告書
　本調査は、政府が中小企業の更なる発展に寄与する基礎資料とすることを目的に、我が国中
小企業の財務面や経営面の基礎的データを産業別・規模別に把握し、中小企業政策を的確に企
画・立案・実行するために活用しています。
　本稿では、その概要（平成27年度実績）を紹介します。本調査は７章で構成されておりま
すが、今回は第１～３章をご紹介し、次号で４～７章を掲載いたします。

平成 年度 平成 年度 平成 年度

産業大分類別従業者数

（万人）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

産業大分類別従業者数構成比

（％）
建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術
サービス業
宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯
楽業
サービス業（他に分類さ
れないもの）

合 計

建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

サービス業（他に分類されないもの）

個人事業主 無給家族従業員 役員 法人 正社員・正職員 パート・アルバイト 臨時・日雇雇用者

第１－１図　中小企業の従業者数及び構成比の推移(産業大分類別)

第１－２図　中小企業の従業者数の構成(産業大分類別・雇用形態別)

中
小
企
業
の
従
業
者
数

第
１
章
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（
１
）
中
小
企
業
の
売
上
高
の
状
況

◇
平
成
27
年
度
に
お
け
る
中
小
企
業
の

売
上
高
は
４
８
５
兆
円
で
、
前
年
度
に

比
べ
▲
１
・
６
％
減
少
し
て
い
る
。

◇
産
業
別
構
成
比
は
、
製
造
業
（
構
成

比
25
・
９
％
）
の
占
め
る
割
合
が
も
っ

と
も
高
く
、
次
い
で
卸
売
業
（
同
23
・

０
％
）、
建
設
業
（
同
14
・
６
％
）、
小

売
業
（
同
13
・
０
％
）
の
順
で
あ
る
。

◇
１
企
業
当
た
り
の
売
上
高
は

１
億
５
，
４
５
６
万
円
で
、
前
年
度
に

比
べ
▲
０
・
１
％
減
少
し
て
い
る
。

◇
１
企
業
当
た
り
の
売
上
高
の
変
化

を
産
業
大
分
類
別
に
み
る
と
、
前
年

度
に
比
べ
売
上
高
が
増
加
し
て
い
る

の
は
６
産
業
で
、
情
報
通
信
業
（
前

年
度
比
22
・
４
％
増
）、
学
術
研
究
、

専
門
・
技
術
サ
ー
ビ
ス
業
（
同
５
・

９
％
増
）、運
輸
業
、郵
便
業
（
同
５
・

３
％
増
）
な
ど
で
あ
る
。
一
方
、
売

上
高
が
減
少
し
て
い
る
の
は
、
不
動

産
業
、
物
品
賃
貸
業
（
同
▲
14
・
１
％

減
）、
卸
売
業
（
同
▲
４
・
９
％
減
）、

サ
ー
ビ
ス
業
（
他
に
分
類
さ
れ
な
い

も
の
）（
同
▲
４
・
１
％
減
）、
小
売
業

（
同
▲
４
・
０
％
減
）
な
ど
５
産
業
で

あ
る
。

（
２
） 

中
小
企
業(

法
人
企
業)

の
営

業
費
用
の
内
訳

◇
平
成
27
年
度
に
お
け
る
中
小
企
業

（
法
人
企
業
）
の
営
業
費
用
の
合
計

は
４
５
０
兆
円
で
あ
り
、
内
訳
を
み

る
と
、
商
品
仕
入
原
価
38
・
２
％
、

外
注
費
11
・
４
％
、
材
料
費
10
・
６
％

な
ど
売
上
原
価
が
77
・
１
％
を
占
め

て
お
り
、
人
件
費
10
・
４
％
な
ど
販

売
費
及
び
一
般
管
理
費
が
22
・
９
％

を
占
め
て
い
る
。

さ
れ
な
い
も
の
）
が
16
・
６
人
、
製
造

業
が
16
・
２
人
の
順
で
あ
る
。

合
計

建
設
業

製
造
業

情
報
通
信
業

運
輸
業

郵
便
業

卸
売
業

小
売
業

不
動
産
業

物
品
賃
貸
業

学
術
研
究

専
門
・

技
術
サ

ビ
ス
業

宿
泊
業

飲
食
サ

ビ
ス
業

生
活
関
連
サ

ビ
ス
業

娯
楽
業

サ

ビ
ス
業

他
に

分
類
さ
れ
な
い
も
の

（人）

平成 年度

平成 年度

平成 年度

（

）
，

，
，，

， ー

ー

ー

ー

第１－４図　中小企業の１企業当たりの従業者数

第２－１図　中小企業の売上高及び構成比の推移(産業大分類別)

平成 年度 平成 年度 平成 年度

産業大分類別売上高構成比

（％）
建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術
サービス業
宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯
楽業
サービス業（他に分類さ
れないもの）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

産業大分類別売上高

（兆円）

第２－３図　中小企業の１企業当たりの売上高(産業大分類別)

合
計

建
設
業

製
造
業

情
報
通
信
業

運
輸
業

郵
便
業

卸
売
業

小
売
業

不
動
産
業

物
品
賃
貸
業

学
術
研
究

専
門
・

技
術
サ

ビ
ス
業

宿
泊
業

飲
食
サ

ビ
ス
業

生
活
関
連
サ

ビ
ス
業

娯
楽
業

サ

ビ
ス
業

他
に

分
類
さ
れ
な
い
も
の

（百万円）

平成 年度
平成 年度
平成 年度

（

ー

ーー

ー

，

，，，
，

）

中
小
企
業
の
活
動
状
況

第
２
章
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◇
１
企
業
当
た
り
の
経
常
利
益
は
、
法

人
企
業
で
は
９
８
８
万
円
で
、
前
年
度

の
９
８
０
万
円
よ
り
０
・
９
％
増
加
し

て
い
る
。
産
業
大
分
類
別
に
み
る
と
、

宿
泊
業
、
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
（
前
年
度

比
71
・
８
％
増
）、
運
輸
業
、
郵
便
業

（
同
35
・
１
％
増
）
な
ど
７
産
業
で
増

加
し
て
い
る
。

（
３
）
中
小
企
業
の
収
益
の
状
況

◇
平
成
27
年
度
に
お
け
る
中
小
企
業

の
う
ち
、
法
人
企
業
の
経
常
利
益
は

14
兆
６
，
７
８
６
億
円
で
、
前
年
度
の

14
兆
７
，２
９
１
億
円
か
ら
▲
０
・
３
％

減
少
し
て
い
る
。
産
業
大
分
類
別
に
み

る
と
、宿
泊
業
、飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
（
前

年
度
比
71
・
４
％
増
）、
運
輸
業
、
郵

便
業
（
同
32
・
３
％
増
）
な
ど
８
産
業

で
増
加
し
て
い
る
。

◇
１
企
業
当
た
り
の
経
常
利
益
は
、
個

人
企
業
で
は
２
３
５
万
円
で
、
前
年
度

の
２
３
４
万
円
よ
り
０
・
７
％
増
加
し

て
い
る
。
産
業
大
分
類
別
に
み
る
と
、

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
、
娯
楽
業
（
前

年
度
比
19
・
０
％
増
）、
卸
売
業
（
同

８
・
２
％
増
）
な
ど
７
産
業
で
増
加
し

て
い
る
。

（
１
） 

中
小
企
業(

法
人
企
業)

の
設
備

投
資
の
状
況

◇
平
成
27
年
度
に
お
け
る
中
小
企

業
（
法
人
企
業
）
の
設
備
投
資
額
は

11
兆
６
，
３
９
４
億
円
で
、
前
年
度
に

比
べ
９
・
５
％
増
加
し
て
い
る
。

◇
設
備
投
資
を
実
施
し
た
法
人
企
業
割

合
は
24
・
４
％
で
、
前
年
度
よ
り
２
・

７
ポ
イ
ン
ト
増
加
し
て
い
る
。
産
業
大

分
類
別
に
み
る
と
、
情
報
通
信
業
（
前

年
度
差
４
・
８
ポ
イ
ン
ト
増
）、
小
売
業

（
同
４
・
２
ポ
イ
ン
ト
増
）
な
ど
す
べ
て

の
産
業
で
増
加
し
て
い
る
。

（
２
） 

中
小
企
業(

法
人
企
業)

の
新
規

リ
ー
ス
契
約
の
状
況

◇
平
成
27
年
度
に
お
け
る
中
小
企
業

（
法
人
企
業
）
の
新
規
リ
ー
ス
契
約
額

は
１
兆
２
，
３
６
５
億
円
で
、
前
年

第２－５図　中小企業(法人企業)の営業費用の内訳及び構成比の推移

第２－７図　中小企業の経常利益及び構成比の推移(産業大分類別)

平成 年度 平成 年度 平成 年度

営業費用の構成比

（％）

商品仕入原価

材料費

労務費

外注費

その他売上原価経費

人件費

その他一般管理費

平成 年度 平成 年度 平成 年度

営業費用の内訳

（兆円）

 

平成 年度 平成 年度 平成 年度

産業大分類別経常利益構成比

（％）
建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，
専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯
楽業

サービス業（他に分類さ
れないもの）

平成 年度 平成 年度 平成 年度

産業大分類別経常利益

（兆円）

第２－10図　中小企業（法人企業・個人企業別）の１企業当たりの経常利益（産業大分類別）

法
人
企
業
合
計

建
設
業

製
造
業

情
報
通
信
業

運
輸
業

郵
便
業

卸
売
業

小
売
業

不
動
産
業

物
品
賃
貸
業

学
術
研
究

専
門
・

技
術
サ

ビ
ス
業

宿
泊
業

飲
食
サ

ビ
ス
業

生
活
関
連
サ

ビ
ス
業

娯
楽
業

サ

ビ
ス
業

他
に

分
類
さ
れ
な
い
も
の

（百万円） 法人企業

平成 年度
平成 年度
平成 年度

個
人
企
業
合
計

建
設
業

製
造
業

情
報
通
信
業

運
輸
業

郵
便
業

卸
売
業

小
売
業

不
動
産
業

物
品
賃
貸
業

学
術
研
究

専
門
・

技
術
サ

ビ
ス
業

宿
泊
業

飲
食
サ

ビ
ス
業

生
活
関
連
サ

ビ
ス
業

娯
楽
業

サ

ビ
ス
業

他
に

分
類
さ
れ
な
い
も
の

（百万円） 個人企業

平成 年度
平成 年度
平成 年度

（（

）

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー
）

，

，
，

，

，

，
，，

，
，

中
小
企
業（
法
人
企
業
）

の
設
備
投
資

第
３
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第３－１図　中小企業(法人企業)の設備投資額(産業大分類別)
度
に
比
べ
▲
15
・
９
％
減
少
し
て
い

る
。
産
業
大
分
類
別
に
み
る
と
、
製
造

業
が
３
，
３
４
６
億
円
と
も
っ
と
も
多

く
、
次
い
で
運
輸
業
、
郵
便
業
が
２
，

５
８
６
億
円
の
順
で
あ
る
。

◇
新
規
リ
ー
ス
契
約
を
実
施
し
た
法
人

企
業
の
割
合
は
12
・
６
％
で
前
年
度
よ

り
▲
０
・
７
ポ
イ
ン
ト
減
少
し
て
い
る
。

◇
新
規
リ
ー
ス
契
約
を
実
施
し
た
法
人

企
業
の
割
合
の
変
化
を
産
業
大
分
類
別

に
み
る
と
、
建
設
業
（
前
年
度
差
▲

２
・
６
ポ
イ
ン
ト
減
）、
宿
泊
業
、
飲
食

サ
ー
ビ
ス
業
（
同
▲
２
・
６
ポ
イ
ン
ト

減
）
な
ど
８
産
業
で
減
少
、不
動
産
業
、

物
品
賃
貸
業
（
同
１
・
４
ポ
イ
ン
ト
増
）

な
ど
３
産
業
で
増
加
し
て
い
る
。

 

建
設
業

製
造
業

情
報
通
信
業

運
輸
業

郵
便
業

卸
売
業

小
売
業

不
動
産
業

物
品
賃
貸
業

学
術
研
究

専
門
・

技
術
サ

ビ
ス
業

宿
泊
業

飲
食
サ

ビ
ス
業

生
活
関
連
サ

ビ
ス
業

娯
楽
業

サ

ビ
ス
業

他
に

分
類
さ
れ
な
い
も
の

（千億円）

平成 年度
平成 年度
平成 年度

ー

ーー
ー （

）
，

，，，
，

第３－２図　設備投資を実施した中小企業(法人企業)の割合(産業大分類別)

第３－３図　中小企業(法人企業)新規リース契約額(産業大分類別)

第３－４図　新規リース契約を実施した中小企業(法人企業)の割合(産業大分類別)

法
人
企
業
合
計

建
設
業

製
造
業

情
報
通
信
業

運
輸
業

郵
便
業

卸
売
業

小
売
業

不
動
産
業

物
品
賃
貸
業

学
術
研
究

専
門
・

技
術
サ

ビ
ス
業

宿
泊
業

飲
食
サ

ビ
ス
業

生
活
関
連
サ

ビ
ス
業

娯
楽
業

サ

ビ
ス
業

他
に

分
類
さ
れ
な
い
も
の

（％）

平成 年度
平成 年度
平成 年度

ー

ー

ーー

（

）
，

，，，
，

 

 

建
設
業

製
造
業

情
報
通
信
業

運
輸
業

郵
便
業

卸
売
業

小
売
業

不
動
産
業

物
品
賃
貸
業

学
術
研
究

専
門
・

技
術
サ

ビ
ス
業

宿
泊
業

飲
食
サ

ビ
ス
業

生
活
関
連
サ

ビ
ス
業

娯
楽
業

サ

ビ
ス
業

他
に

分
類
さ
れ
な
い
も
の

（千億円）

平成 年度
平成 年度
平成 年度

ー

ー

ーー

（

）
，

，，，
，

 

法
人
企
業
合
計

建
設
業

製
造
業

情
報
通
信
業

運
輸
業

郵
便
業

卸
売
業

小
売
業

不
動
産
業

物
品
賃
貸
業

学
術
研
究

専
門
・

技
術
サ

ビ
ス
業

宿
泊
業

飲
食
サ

ビ
ス
業

生
活
関
連
サ

ビ
ス
業

娯
楽
業

サ

ビ
ス
業

他
に

分
類
さ
れ
な
い
も
の

（％）

平成 年度
平成 年度
平成 年度

ー

ー
ーー

（

）
，

，，
，


